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研究成果の概要（和文）：本研究は、地方都市において「街なか居住」施策の推進と同時に進行

しつつある郊外住宅地の空洞化に対応する政策として、地域マネジメントの視点から、住み替

えシステム構築の可能性を探るとともに、単なる居住者数の復活ではなく地域の存在意義を持

続させるための活動の必要性を、米国のメインストリート・プログラムの実態調査により解明

したものである。 
 
研究成果の概要（英文）：We studied the possibility of the system for changing old residence 
from view point of the area management, in order to corresponding the hollowing of 
suburban residential area. And we pointed out that the needs for the community action to 
sustain their area from the survey of the Main Street Program in USA.    
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１．研究開始当初の背景 

「街なか居住」という言葉が、住居学や都市

計画領域の研究者の前に登場してから、数年

が経過している。「住んでもらってお金を使

ってもらう」という発想でしか中心市街地を

活性化させる方法を持てなくなった社会状

況に呼応する形で、地方都市再生における最

後の切札の一つとして、過大な期待を集めて

いるという現実がある。一方で、地方都市に

おいてはコンパクトシティという概念が注

目を集めているものの、「縮退都市」や「ス

マート・シュリンク」等の言葉が登場するに

及んで、我々の実感にはなかなか結びつかな

いものとして、本質が十分に理解されないま

まに存在感を強めている状況にある。 

そのような社会的背景の下で、地方都市に

おいては、中心市街地に高齢者をターゲット

としたマンションが近年飛躍的に増大して

おり、特に積雪寒冷地である東北地方におい

ては、高齢者には困難な雪処理からの解放を

メリットに、マンション供給量が増加の一途

をたどっている（平成 15～16 年度科学研究
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費補助金により解明）。 

一方で、「街なか居住」ブームによって、

政策対象から外されたような印象を持たれ

ることが多くなった郊外住宅地の持続可能

性を左右するような郊外の空洞化が着々と

進行しているという事実がある。街なかの居

住人口が増大する一方で、郊外住宅地に潜在

的な空き家が増加することに適切な対策を

講じなければ、「街なか居住」戦略の 20 年後

には、郊外住宅地の終焉が待っていると言わ

ざるを得ない。 

平成 19～20 年度科学研究費補助金で実施

した住民意向調査に寄れば、郊外住宅地の持

続可能性を考える場合、老朽化した住宅スト

ックの活用を検討することが必要であり、し

かもそれは、街なかと郊外部との住み替え促

進システムとして住宅市場に位置づけられ

ていくことで、初めてリアリティを持ち得る

こととなる。そのためには、地方都市におけ

る中古住宅市場の成立のために必要な制度

設計や支援政策の検討も視野に入れる必要

がある。 

その意味からは、移住・住み替え支援機構

が進める借り上げ方式は先進的な取り組み

として期待されるが、大都市圏には適用可能

でも地価が相対的に低い地方都市では、適用

しにくい状況にあると言わざるを得ない。特

に持家信仰の強い地方都市においては、せっ

かく取得した住宅を賃貸用に活用するとい

う発想は出にくく、また所有権の流動化は起

きにくい状況にある。 

郊外住宅地を単なる過去の拡大戦略の落

とし子のように扱うのではなく、持続可能な

空間として都市政策に取り組む工夫が必要

になってくる。それはまさに、郊外住宅地に

再び存在意義を持たせるためのマネジメン

トに他ならない。資源を使いこなし、使い回

し、使い続ける発想を如何に戦略化できるか

がポイントとなる。 

地域マネジメントという言葉が昨今特に

使われるようになってきている。マネジメン

トとは、自らの資源を客観的に評価し、それ

を有効に活用しながら、それを育てていく発

想である。言い換えれば、一般的に使われる

言葉としての「まち使い」と「まち育て」こ

そが、現代の都市社会に必要なマネジメント

の発想を示すものであると言ってよい。 

このような地域のマネジメントを手がけ

るシステムとして参考となるものに、米国の

中心市街地の空間整備を目的とするメイン

ストリート・プログラム（以下ＭＳＰと記す）

がある。空洞化しつつあるダウンタウンの再

生のために、「生活の質」を向上させること

を基本戦略とするＭＳＰは、単純な空間整備

ではなく、組織運営・プロモーション・デザ

イン・経済再生の４つのアプローチを同時並

行的に運用することにより、市民の生活に関

わる様々な領域からの質的改善を市街地の

景観整備と複合させた取り組みとして、全米

で 2000 近くの地域で進められている。 

本研究は、この地域マネジメントのプログ

ラムの発想および組織体制づくりを、我が国

における地方都市の郊外住宅地の持続可能

性を検討する場面に活かすための具体的な

検討を目的としている。「街なか居住」の推

進により発生する郊外住宅地の空き家を、単

純に借り上げて別な若い世帯に住まわせる

住み替えシステムだけで、郊外住宅地の「生

活の質」を持続的に維持していくことは不可

能であろう。現役の空間としての将来イメー

ジを地方都市の郊外住宅地で如何に描くこ

とができるか。それが可能になってこそ、地

方都市全体のマネジメントが意味を持って

くるはずである。 

 
２．研究の目的 
本研究では、まず、地方都市における賃貸

活用を前提とした住み替えモデル運用のた
めの課題を、青森市等の地方都市において住
民意識調査および不動産関係者ヒアリング
により明らかにする。一方で、米国のＭＳＰ
運用の実態を詳細に調査する。米国ワシント
ンに存在する National Main Street Center
へのヒアリング調査を実施し、ローカルレベ
ルでの先進的な取り組みとして評価の高い
ワシントン市の複数の地区を対象とし、多様
なグループを巻き込みながら空間イメージ
を構築しているマネジメント手法をさらに
詳細に分析したい。 
さらにそれを、我が国の郊外住宅地を含め

た地方都市のマネジメントに活用させる可
能性と課題を検討することが最終的な目的
となる。そのために、MSP の日本的展開の可
能性を探るための現地調査として、神奈川県
小田原市お堀端通りおよび銀座通り商店街、
また、新たに MSP が動きつつある、秋田県大
館市御成町地区の取り組みを調査分析して
いくこととなる。 
 さらに、地域住民が自主的にマネジメント
組織をつくる可能性についての検討として、
北海道立北方建築総合研究所が道営団地で
展開中の取り組みの調査、また盛岡市郊外部
の松園ニュータウンに誕生した、マネジメン
ト組織に関する実地調査を行い、我が国にお
ける郊外住宅地のマネジメント組織の必要
性と可能性を探ることとする。 
 
３．研究の方法 



 

 

（１）2009 年度は、米国における中心市街地
を対象とした地域マネジメントのプログラ
ムの発想および組織体制づくりを、我が国に
おける地方都市の郊外住宅地の持続可能性
を検討する場面に活かすための具体的な検
討を目的として、米国の National Main 
Street Center に対するヒアリング調査を実
施するとともに、ワシントン市内の実際のモ
デル地区に対する実地調査を実施し、住民自
らが地域をマネジメントしていくための方
策とその実践事例について資料を収集した。
また郊外住宅地への適用の可能性について
大きな示唆を得ることができた。一方で、我
が国におけるモデル適用事例として街なか
＜通り＞再生事業実施の先進事例である小
田原市に対する実地調査を実施して、我が国
への適用の可能性を検討した。また盛岡市松
園ニュータウンに存在するマネジメント組
織（ライフサポート松園）へのヒアリング調
査を実施した。 

また同様にマネジメント組織の構築を検
討する北方建築総合研究所（旭川市）の研究
者との討論を実施し、 
（２）2010 年度は、日本版メインストリー
ト・プログラムのモデル地区として、街なか
通り再生事業が適用されている大館市御成
町地区における実践について、昨年度に引き
続き、定点観測的調査を実施した。また先行
事例の小田原市銀座通り商店街のプログラ
ムについては、概ね活動が終了した状況で関
係者へのヒアリング調査を実施し、我が国に
おけるメインストリート・プログラムの活用
可能性と課題を検討することとした。  

一方で、地方都市に適応した住み替えモデ
ルの推進のための課題と可能性を明らかに
するために、青森市戸山団地および幸畑団地
の居住者を対象に、郊外居住者が将来的な居
住志向をどう持って、どのような居住観を抱
いているのか、住み替えモデルの提案をどの
ように受け止めるか、持ち家を賃貸に転用さ
せることへの抵抗感等、住み替えモデル推進
のためのフィジビリティ・スタディに向けた
基本的な知見を調査結果の分析から明らか
にした。 
（３）2011 年度は、大館市御成町地区におけ
る実践について、昨年度までに引き続き、定
点観測的調査を実施した。またその継続の中
で、新たに青森県黒石市中心商店街において、
同様のプログラムの必要性について地域住
民および行政に理解していただき、同様のプ
ログラムをスタートすることに成功した。   

一方で、日常生活のサポートや買い物支援
等、郊外住宅地の持続可能性の向上に向けた
先進的施策の実態調査を、盛岡市松園ニュー
タウンの支援組織および北上市、千葉市等の
複数の住民組織およびＮＰＯに対してヒア
リング調査を行い、単に空き家を解消すると

いう行政側からの志向ではなく、地域に住み
続けていくために必要となる包括的な生活
サポートのためのプログラムの必要性を明
らかにした。 
 
４．研究成果 
（１）米国の National Main Street Center
に対するヒアリング調査から、米国において
進められている MSPが単純な地区改善のため
の物理的手法ではなく、地域住民の自立性を
高め、かつ持続可能な地域居住を前提として
いることが明らかとなった。MSP の 8 つの原
則とは、 

 総合的・包括的であること 
 段階的に進めること 
 地域が主体として動かしていくこと 
 行政と住民との協働であること 
 参加に満足せず高い質を目指すこと 
 前向きな変化を起こすこと 
 既存のストックを活用すること 
 実現を前提とすること 

これらの原則をもとに４つのアプローチ
からなる MSP のプログラムは、本研究が目的
とする郊外住宅地の再生にも重要寄与する
ものとして、大きな示唆を得ることができた。 
（２）盛岡市郊外にある松園ニュータウンに
存在するマネジメント組織（ライフサポート
松園）の川村安平代表へのヒアリング調査及
び市内不動産業者、盛岡市都市計画課に対す
る調査では、空き家が増大傾向にある郊外住
宅団地において、単純に住み替え施策を推進
していくだけでは地域の活性化になり得な
い状況と、「終の棲家」として現住居を捉え
ている市民が多く、街なか居住への期待がそ
れほど大きくないということ。そしてそれよ
りも、現在の慣れ親しんだコミュニティ存続
のためのマネジメントのニーズが確実に存
在しており、またそれを、コミュニティビジ
ネスとして実践していく大きな可能性があ
ることを明らかにすることができた。 
（３）北海道立北方建築総合研究所とのたび
たびの議論および調査により明らかになっ
たこととして、郊外住宅団地→街なか居住と
いう図式で捉えがちな郊外住宅地の住み替
え施策ではあるものの、本当に必要になるの
は家族の減少に伴い、住居をこれまでよりも
小規模なものに変えたいというニーズであ
って、地域を離れることには必ずしも同調で
きない人々のための、団地内の住み替えシス
テム、そしてそれを「家守」的にマネジメン
トしていく地域組織の可能性を探ることが
出来た。また、青森市で実施予定の住宅団地
住民への調査に関して、調査対象地区の選定
および質問項目の設定に関する重要な知見
を得ることができた。 
（４）青森市郊外部に立地する幸畑団地およ
び戸山団地の戸建て住宅居住者に対するア



 

 

ンケート調査を 2010 年度に実施した。国が
進める住み替え支援施策の存在は知りつつ
も、現実的なリフォームのための資金不足、
あるいは情報不足により、とりあえずそのま
ま住み続けるしかないと言ったあきらめか
らの回答がかなりの比率で含まれているこ
とが明らかとなっており、現実的に考えると
住宅団地における生活支援のためのサポー
トをどのように続けていくことが出来るか
が、大きな鍵を握ることが明らかになった。
なお、調査結果は、これからの団地生活をあ
らためて考えていただくために、2011 年度
に各団地の全居住者に配布しており、今後の
団地再生の一助に寄与し得たものと考える。
（５）最終年度に調査を実施したものは、当
初は想定していなかった買い物支援サービ
スの実態調査である。地方都市において単純
な住み替え施策がそれほど期待できる状況
にない、ということが明らかになったため、
住み続けながら生活の質を低下させないた
めの一方策として、買い物支援の取り組みの
実態を明らかにすることとし、弘前市商工労
政課の協力のもと、弘前市内の遠隔市外地居
住者に対するアンケート調査を実施し、日常
生活の不便さや買い物支援サービスに対す
る意識等を明らかにした。 

高齢化は進んでいるものの自動車の利用
により、不便さを感じている住民が意外に少
なく、そのことが今後の積極的な取り組みに
とっての問題になっていることが明らかと
なっており、先進事例を含めて様々な情報を
集めて、社会実験的に進めながら、住民の意
識を高めていく実用性が浮かび上がること
となった。 

その意味から、北上市口内地区における有
償福祉運送を絡めた買い物支援サービスの
仕組みや、千葉市内のニュータウンに存在す
る住民による生活支援サービス組織の活動
は、大きな示唆を与えるものであった。地域
の生活を住民自らがマネジメントする組織
として登場してきているこのような団体は、
コミュニティビジネスとして成立する可能
性が確実に存在しており、そのためにも、米
国の MSP の適用が極めて有効であると考え
られる。 
（６）米国の MSP を手本として我が国の街
なか《通り再生》プログラムは、引き続き大
館市で実施され、その手法の課題と郊外住宅
地への適用の可能性を、検討することができ
たが、その研究成果を青森県内の自治体に公
表し、黒石市都市建設課および青森県県土整
備部都市計画課との連携による新たなマネ
ジメントプログラムを 2011 年度から開始す
ることが出来た。それも一つの研究成果であ
ると言え、この実践は、大館市あるいはそれ
以前に調査を実施した小田原市の事例が特
殊解ではなく、我が国における MSP の活用

可能性と課題を明らかにすることにつなが
るものである。 
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